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新リース会計基準による改正内容
平成19年度の税制改正により、平成20年4月1日以降に契約締結をした、所有権移転外リース取引について売買取引が義務付けられ、「リース資産」及び「リース負債（未払金）」として貸借対照表に計上し、リース期間定額法により減価償却を行うこととなりました。

貸借対照表に計上するため、自己資本比率が低下することになります。
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リース取引の分類
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【２】適用時期
　平成２０年４月１日以降、契約締結したリース取引から適用
	
	旧
	新

	会計処理
	原則・・・売買処理

例外・・・賃貸借処理

（大多数が賃貸借処理を採用）　　　　　　
	売買処理

	税務処理
	賃貸借処理（リース料）
	売買処理




【３】特別償却・圧縮記帳制度等の不適用
　資産の取得に係る税額控除の適用はありますが、少額減価償却資産、一括償却

資産、特別償却、圧縮記帳の適用はありません。
【４】既存リース取引について
　　平成20年3月31日以前に契約したリース取引については従来通りの

　　賃貸借処理（リース料）

【５】消費税の取扱い
　　「リース取引開始時に売買取引があったもの」として取扱う。

· 平成20年4月1日以降に契約したリース取引

　　　リース取引開始時にリース料総額分の消費税を控除（仕入税額控除）

· 平成20年3月31日以前に契約したリース取引
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　　　従来通りリース料の支払時に仕入税額控除を行う。

ご不明な点は担当者までお尋ねください。　
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	５月
	６月
	７月

	４月分源泉所得税の納付
	５月分源泉所得税の納付
	６月分源泉所得税の納付

	３月決算法人の確定申告
	４月決算法人の確定申告
	５月決算法人の確定申告

	９月決算法人の中間申告
	10月決算法人の中間申告
	11月決算法人の中間申告

	自動車税の納付
	個人の住民税の納付
（第1期分）
	源泉所得税の特例者の納期限（１月～６月分）

	確定申告税額の延納届出による延納税額の納付
	
	固定資産税の第2期分の　納付

	
	
	所得税の予定納税額の納付
（第１期分）



税制改正のポイント
平成20年度税制改正に関する法律
「所得税法等の一部を改正する法律」
が公布・施行されました。

◆中小企業事業承継税制の抜本拡充・・・
　  　　非上場株式等について、事業継続を前提として80％相続税納税猶予

　　  　平成21年度改正で導入、平成20年10月から遡及適用

◆減価償却資産の法定耐用年数の見直し・・・
機械・装置の各耐用年数区分を　　３９０区分　⇒　５５区分　にまとめた
既存の減価償却資産を含め、平成20年4月1日以後開始する事業年度から適用
◆中小企業向け少額減価償却資産特例の2年間延長・・・
30万円未満の償却資産について、即時全額損金算入を認める制度

◆情報基盤強化税制の2年間延長・拡大・・・
情報セキュリティ強化のための投資に対する特別償却又は税額控除の選択適用

取得価額の最低限度を大幅引下げ（300万円以上→70万以上）

◆住宅省エネ改修促進税制の創設・・・
　 平成20年4月1日から12月31日までの間に、自己の居住用家屋について、

一定の省エネ改修工事を含む増改築工事を行った場合、そのローン残高（上限1,000万円）の一定割合を、5年間にわたり所得税額から控除

◆その他・・・
◎試験研究を行った場合の特別税額控除
◎中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は特別税額控除

◎教育訓練費の額が増加した場合の特別税額控除

◎交際費等の損金不算入（2年間延長）

◎欠損金の繰戻しによる還付の不適用（2年間延長）
　　　　　　　　　　　　　　　

e-Tax利用件数、目標を大幅に上回る！

・　総合計件数は前年比5.5倍の577万件と過去最高を更新

・　国税5税の申告利用件数は前年比6.1倍の507万件

・　利用率は国税庁が掲げた平成19年度の目標利用率3％を

    大幅に上回る

　e-Tax利用増加の原因


・電子申告の普及活動により認知度の上昇
　・最高5,000円の税額控除

・添付書類の省略範囲が拡大

・税理士による代理送信の増加

   （単位：件）
	
	所得税
	法人税
	消費税

（個人）
	消費税

（法人）

	18年度
	490,584
	100,857
	101,975
	117,193

	19年度
	3,633,890
	510,626
	286,986
	580,928


　
	
	酒税
	印紙税
	国税5税

計

	18年度
	12,663
	7,000
	830,272

	19年度
	34,589
	29,473
	5,076,492


	
	法定調書
	申請・
届出等
	総合計

	18年度
	206,054
	20,827
	1,057,153

	19年度
	582,077
	112,007
	5,770,576




e－Tax納税証明書
　　e-Taxで納税証明書の交付請求を行う場合、平成20年1月4日から

　　 書面の納税証明書を取得できるようになりました。

　　　　　これからは・・・e-Taxで交付請求→電子データにより発行

　　　　　　　　　　　　　または、郵送受取、窓口受取もできます。






★新人紹介★

名前　　　　松山　綾子
血液型　 　AB型

趣味　　　　ジャンルにこだわらずいろいろ見に行くこと

今は朝青龍vs白鵬を国技館で見たい！

一言　　　　今年1月に入所しました。日々勉強勉強です。

 少しでもお客様のお役に立てるように頑張ります。
熊本市新大江１丁目１５番４号


T E L		096-366-2231


ＦＡＸ　　　　096-366-2236	


Email：t-miyazaki@tax1988.jp









































宮崎税務会計事務所

















リース期間定額法とは？


償却期間：リース期間


残存価額ゼロで均等償却する方法





税務カレンダー













































































…お知らせ…


当事務所でも電子申告を


推進しております。


ご協力をお願い致します。





新リース会計基準


税務カレンダー


税制改正のポイント


e-Taxのご案内











拝啓　時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。


今年は4年に1度のオリンピックイヤーです。平和の祭典のイメージのあるオリンピックですがテレビに映し出される聖火リレーの様子は平和とはかけ離れた惨状でとても残念です。無事にオリンピックが開催されることを心から願います。何かと暗いニュースが多いこの頃ですが木々の新緑がとてもきれいで心なごみます。気持ちだけは明るく楽しく過ごすように心掛けたいものです。


さて、今回のTM情報は新リース会計基準、税制改正のポイント、e-Taxのご案内等を記載しております。どうぞ、ご一読下さい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬具














所有権移転外リース取引とは？


リース期間中の中途解約不能


借手がリース物件使用に係るコストを負担


リース期間終了後にリース物件を貸手に返却

















e-Taxを利用するメリット！


①　手数料が安い（1年度1税目1枚370円）


　　　※通常は400円。なお、郵送の場合は別途郵送料要


②　税務署に出向かなくてもＯＫ！


③　大量の枚数でも待ち時間なし！
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